[bookmark: _GoBack]様式第１（第７条関係）
令和　　年　　月 　　日
　地方独立行政法人山口県産業技術センター理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申　請　者
　　　　　　　　　　　　　         　   住　　　所
                          　　　　　　　名　　　称
                                      　代表者氏名　　　　　　　　　　　　印

ものづくり企業活性化支援補助金交付申請書

　上記補助金の交付について、ものづくり企業活性化支援補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第７条の規定により、下記のとおり申請します。

記

１　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
（単位：円）
	補助事業に要する経費
	補助金交付申請額※

	円
	円


※設備投資を伴わない場合：上限７５万円
　設備投資を伴う場合：上限２２５万円

２　補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分
（１）補助事業の内容











（２）地方独立行政法人山口県産業技術センターの活用方法





（３）補助事業に要する経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	経費区分※
	補助事業に
要する経費
	負担区分
	備　考

	
	
	自己負担額
	補助金申請額
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


　　※別記の対象経費を参照し記載すること

３　補助事業完了予定日　　　令和　　年　　月　　日

４　補助金該当要件に係る申告事項（□に✓入れて確認すること。）
	１
	製造業に属する事業を主たる事業として営む者であること
	( □  該当 )

	２
	県内事業所の有無
	(□有　□無)

	３
	新型コロナウイルス感染症の影響で令和２年２月以降のある１カ月の工場稼働率及び売上高が前年同期と比較して減少していることの有無
（＊注意事項１）
	(□有　□無)

	
	今後、令和３年２月２８日までのある１カ月の工場稼働率及び売上高が前年同期と比較して減少が見込まれることの有無
（＊注意事項２）
	(□有　□無)

	４
	新型コロナウイルス感染症の影響による解雇等の有無
	(□有　□無)

	５
	県税の滞納の有無
	(□有　□無)

	６
	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する接待飲食等営業、性風俗関連特殊営業及び接客業務受託営業を行う事業主の該当の有無
	(□有　□無)

	７
	暴力団関係事業主への該当の有無
	(□有　□無)

	８
	補助金の交付を受けようとする経費に対する、国、地方公共団体、その他公的団体からの類似の補助金等の交付又は経費の負担の有無
	(□有　□無)


　※上から順に、交付要綱第４条及び別記（１）～（４）の各項目に対応
　＊注意事項１
　　　売上元帳等により、売上が減少していることを示すとともに、生産数量、機械稼働時間等により、工場稼働率が減少していることを示すこと。
＊注意事項２
　　　受注状況の分かる資料により、売上及び工場稼働率の減少が見込まれることを示すこと。

５　添付書類
会社概要、売上元帳など売上や工場稼働率が減少していることが分かる資料、その他参考資料
